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１．自己紹介

２．防災を取り巻く環境と取り組むべき課題

３．国の政策の方向性 ～防災デジタル化の動向～

４．防災DX官民共創協議会の取組み

本日のセミナーの内容
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２．防災を取り巻く環境と取り組むべき課題
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今年も多くの災害が発生

 令和5年奥能登地震（5月5日）

 令和5年台風第2号等大雨災害（6月1~3日）

 令和5年梅雨前線豪雨等による災害（6月28日～7月6日）

 令和5年台風6号（8月2日~8月9日）

 令和5年台風7号（8月15~17日）

4

大規模な自然災害の常態化 ～いつ起きてもおかしくない～
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災害対応の実態

災害対応の現場では、極限状態の中で、被害、復旧、要請等、

様々な状況を迅速に把握し、的確に意思決定・行動することが求められる

そのために「情報」が不可欠

5
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災害時情報共有の必要性（理想像）

災害時、個人・組織は
同時並行で異なる活動をする

そのそれぞれが固有の情報を
保有している
＝状況認識が異なる

個人・組織同士が
情報共有によって状況認識を統一することが、
社会全体として的確な災害対応を実行するための鍵

 情報を「共に」「有する」

 「知らない」を無くす

6
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役割横断・組織横断での情報共有の必要性

7

南海トラフ地震における具
体的な応急対策活動に関
する計画より抜粋
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３．国の政策の方向性 ～防災デジタル化の動向～
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内閣府「防災・減災、国土強靱化新時代の実現のための提言」

 「直接死も関連死もなくしたい」という思いの元、取組の飛躍的加速を目指して議論・検討・提言

（2021.5.25）

内閣府「防災・減災、国土強靱化新時代の実現のための提言」より抜粋

9
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内閣府「防災・減災、国土強靱化新時代の実現のための提言」におけるデジタル技術の記述

 今すぐ実現するべきもの  今後10年で実現するべきもの

内閣府「防災・減災、国土強靱化新時代の実現のための提言」より抜粋

10
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『幹』となる「防災デジタルプラットフォーム」の重要性を強調

11

2021.5.25 内閣府「防災・減災、国土強靱化新時代の実現のための提言」より抜粋
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新たな国土強靱化基本計画骨子案

12

2023.4.7 国土強靭化推進本部「新たな国土強靱化基本計画骨子案（概要）」より抜粋
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新たな国土強靱化基本計画骨子案

13

2023.4.7 国土強靭化推進本部「新たな国土強靱化基本計画骨子案（概要）」より抜粋
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自由民主党「防災DXの推進に関する提言」

14

2023.4.7@自由民主党HP

デジタル社会推進本部と防災DXプロジェクトチームによる取りま
とめ、4月5、6日、総理、防災担当大臣、デジタル大臣に申し入れ
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自由民主党「防災DXの推進に関する提言」

15

2023.4.7@自由民主党HP
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デジタル社会の実現に向けた重点計画（2023.6.9閣議決定）
※2021.6.18, 12.24, 2022.6.7に続いて4回目

デジタル社会の実現に向けた重点計画（2023.6.9閣議決定）より抜粋

16
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デジタル社会の実現に向けた重点計画における防災の記述

17

デジタル社会の実現に向けた重点計画（2023.6.9閣議決定）より抜粋
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内閣府「次期総合防災情報システム」
SIP4D（防災科研）との一元化

18内閣府「防災分野のデータプラットフォーム整備 にむけた調査検討業務」資料より抜粋
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災害現場で活動する災害対応機関での情報活用

現場と各機関をつなぐ「パイプライン」を実現し、国全体としての災害対応の効果最大化

情報共有

災害現場で役立つ情報プロダクツ情報収集

・建物被害推定
・道路通行可否
・避難所状況 等

情報作成・集約

災害時情報集約
支援チーム

a省
データベース

bセンター
データベース

c機関
データベース

d団体
データベース e観測データ

f被害推定
データ

gリアルタイム
評価データ

h分析
データ

A省防災情報
システム

B省防災情報
システム

C庁防災情報
システム

Information Pipeline

指定公共機関
防災情報
システム

都道府県
防災情報
システム

衛星観測
ワンストップ
システム

民間企業
防災情報
システム

SIP4D: Shared Information Platform for Disaster Management

基盤的防災情報流通ネットワーク「SIP4D」

 現場と各機関同士をつなぐ「パイプライン」を実現し、国全体としての災害対応の効果最大化を目指す

19

SIP4D：
基盤的防災情報流通
ネットワーク
Shared Information 
Platform for Disaster 
Management

内閣府総合科学技術・
イノベーション会議
SIP（戦略的イノベー
ション創造プログラム）
第1期（2014-2019）
に開発

ISUT：
災害時情報集約
支援チーム
Information 
Support Team

内閣府防災担当と
防災科研による協働
チームとして2018
年試行、2019年よ
り正式稼働

エスアイピーフォーディー
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SIP4Dで共有される様々なデータ

20
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民間のデータ＋行政のデータ→支援機関の意思決定

災害情報集約支援チーム「ISUT(アイサット)」は、国と地方・民間の「災害情報
ハブ」推進チームによる試行的取り組みです。災害対応現場で官民の情報を収集し、
地図に整理することにより意思決定を支援する活動を行っています。

■共通状況図（6/21 12:00現在）

地図URL: https://arcg.is/1mqXiK
ID: isut002
Pass: Isut002@bosai (最初の文字は大文字)

災害情報集約支援チーム2018年6月18日大阪府北部の地震

防災科研

21
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協働事例：令和元年東日本台風での廃棄物撤去

2019年10月28日 NHK長野「イブニング信州」より

【昼間】市民、ボ
ランティア、行
政が、点在する
廃棄物を集積
地まで移動

【夜間】自衛隊
が集積地から
地区外に排出

ISUTがボランティア、市、自衛隊等からの情報を集約し、
作成・更新した共通状況図を関係組織が活用

22
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協働事例：令和2年7月豪雨での孤立集落解消

集約・地図化・提供

関係機関での対策会議

（自衛隊、熊本県）

（熊本県、
各インフラ事業者）

（熊本県）

林道 （林野庁、熊本県）

ISUTが孤立集落の位置、ライフライン復旧状況、道路状況・啓開見込を統合的に
表現、内閣府、防衛省・自衛隊、総務省、国交省等が集まる対策会議での意思決
定を支援。

23
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デジタル社会の実現に向けた重点計画における防災の記述

24

デジタル社会の実現に向けた重点計画（2023.6.9閣議決定）より抜粋
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デジタル庁

25
R4年12月19日 防災DX官民共創協議会キックオフイベント資料より



Copyright © 防災DX官民共創協議会 26

４．防災DX官民共創協議会の取組み
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デジタル庁呼びかけ→防災DX官民共創協議会の発足

27

防災分野におけるデータ連携等の推進を通じた住民の利便性
の向上を目指し、防災分野のデータアーキテクチャの設計や
データ連携基盤の構築等の検討を行う協議会

2022(令和4)年 12月19日 発足（キックオフイベント）
2023(令和5)年 4月25日 第一回会合（本格始動）
2023(令和5)年 6月30日 第二回会合
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協議会の目的とミッション

協議会の概要

災害による国民一人ひとりの被害・負担の軽減に資する平時・有事の

防災DXのあり方を、民が主体的・協調的に追求し、官民共創により実現

目的

①課題特定 防災DXの定義や課題を整理し、官民・民民共創による解決の方向性を導出

②基盤形成
防災DXの実現に不可欠な「データ連携基盤」のあり方を、上記の課題特定
に基づき官民共創で検討し、その構築に向けて必要な施策を住民・自治体
の目線から提言

③市場形成
防災DXの実現に資するアプリケーション・サービスの開発・流通を促進し、
そのエコシステム・市場を官民で共創

ミッション
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防災DX官民共創協議会 体制・会員

地方公共団体 ８４団体 民間事業者等272団体
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協議会の体制

組織体制

理事長 ： 臼田 裕一郎 （AI防災協議会 理事長）

副理事長 ： 西口 尚宏 （一般社団法人日本防災プラットフォーム 代表理事）

副理事長 ： 大島 典子 （防災コンソーシアムCORE事務局 代表）

専務理事 ： 江口 清貴 （神奈川県CIO兼CDO/AI防災協議会）

常務理事 ： 船曳 淳 （株式会社三菱総合研究所 主席研究員）

ああ

理 事 会

検 討 部 会

事 務 局

検討部会統括 高田 佳紀 （一般社団法人日本防災プラットフォーム 副代表）

・課題特定部会 部会長： 吉田 直樹 （デロイト トーマツ ファイナンシャルアドバイザリー合同会社）

・基盤形成部会 部会長： 堀越 満 （応用地質株式会社）

・市場形成部会 部会長： 高田 佳紀 （一般社団法人日本防災プラットフォーム 副代表）

・自治体部会 部会長： 行司 高博 （人と防災未来センター）

会 員

ああ企業等民間団体 地方公共団体

関

係

省

庁

意見交換

意見交換

事務局長： 船曳 淳 ああ
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基本方針（1/2）

協議会の活動方針

 「防災分野のデータ連携のためのプラットフォーム」を効果的に実現するために、「課
題特定」、「基盤形成」、「市場形成」の活動を統合的に企画、実行する。

 自然災害から、市民の命、生活、社会・経済を守るために、デジタル技術を活用して業
務（法制度等を含む）を最適化し、大きな変化（トランスフォーメション）を起こすため
の新たな「防災DX」の市場・産業を官民で作っていくことを目指す。

 それに必要とされるデータ連携基盤構築のための要件等のみならず、市場創造に必
要な提言を各方面に提言・発信する。

 広く全体を網羅する協議（T字横棒協議）と、ケースを定めて深く具体的に行う協議（T
字縦棒協議）を並行させ、全体と個別、抽象と具体を併せ持ち、相互に牽引しうる協議
を推進する。

（１）協議会の役割
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基本方針（２/2）

協議会の活動方針

 協議会のスコープは協調領域（範囲は慎重に精査）とし、競争領域はスコープとしない。

 協議会は任意団体としてスタートする。現時点では、「データ連携基盤そのものの構築、
運用・保守に係る受託業務」を行うことは想定しない。

（２）協議会のスコープ

（３）府省庁等との積極連携

 デジタル庁等からの意見照会に応ずるだけではなく、課題起点で府省庁等との事業連
携に資する活動内容を特定し、府省庁等事業にチームの一員として主体的かつ機動的
に参加する。

 令和5年度はデジタル庁事業（防災分野のデジタルアーキテクチャの設計高度化のための
調査研究）等と連携し、協議・実証を積極的に実施する。

（４）活動のテーマ

 協議会のミッションを踏まえ、「課題特定」、「基盤形成」、「市場形成」の各軸に沿った
活動を行う。
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デジタル庁の構想と協議会ミッションの関係性

協議会の概要

＜デジタル庁の構想＞

①課題特定

②基盤形成

③市場形成

＜協議会のミッション＞

上記に当たっては、デジタル庁
をはじめとする関係省庁との
連携・共創を実現
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部会・検討WGのイメージ

理事会

事務局

監事

検討部会
課題特定部会 基盤形成部会 市場形成部会 自治体部会

検討
WG

検討
WG

検討
WG

検討
WG

検討
WG

検討
WG

部会長

副部会長

部会長

副部会長

部会長

副部会長

検討
WG

検討
WG

部会長・副部会長
の決定後
１）全体の活動内容
と活動計画
２）各部会の活動
内容と活動計画
を確定し、確実に
実行する。

協議会の意思決定
は部会との連携に
より理事会で行う。

会員活動の中心
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部会構成

基盤形成部会

課題特定部会

市場形成部会

自治体部会

部会長：堀越 満（応用地質）

副部会長：萩行 正嗣（ウェザーニューズ）

副部会長：小林 誠（I-レジリエンス）

部会長：吉田 直樹（デロイトトーマツファイナンシャルアドバイザリー）

副部会長：福島 直央（ファストドクター）

部会長：高田 佳紀（（一社）日本防災プラットフォーム）

副部会長：堀江 裕志（損害保険ジャパン）

副部会長：阿部 暁（NTTデータ）

部会長：行司 高博（人と防災未来センター）

副部会長：弘中 秀治（山口県宇部市）

副部会長：大関 裕之（茨城県）

副部会長：佐々木 将仁（北海道札幌市）

5１名
（3４社）

59名
（37社）

76名
（44社）

10名
（3県7

市）

課題特定部会・市場形成部会と連携し、ワンスオンリーの実
現及び民間事業者の参入を促進する基盤形成を担う。

（１）アーキテクチャ、データ連携基盤要件に関する検討・提言
（２）API標準等の検討

実効性の高い防災DXを実現するため、ユーザー視点で課
題特定を行い、他の部会活動と連携する。

（１）自治体の課題発掘調査
（２）民間事業者、市民の課題発掘調査
（３）課題の構造化、解決策の検討・提言

防災DXの産業化や市場化に向けた打ち手を検討・提言す
る。

（１）デジタル庁事業と連携した実証
（２）防災DXの産業化や市場化を見据えた打ち手の検討
（３）防災DXの海外市場への展開の検討

自治体が横連携で議論できるプラットフォームをつくり、自
治体の課題解決をサポートする

（１）自治体の横連携の構築
（２）自治体の課題発掘調査への協力と問題の可視化
（３）課題解決に向けての取組

検討部会名 部会長・副部会長 コアメンバ 目的・活動内容

検討部会統括 高田 佳紀（（一社）日本防災プラットフォーム）
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課題特定部会の活動方針
課題特定部会

（１）自治体の課題発掘調査

（２）民間事業者の課題発掘調査

（３）課題の構造化、解決策の検討・提言
 上記課題調査結果を会員と共有・議論し、課題を構造化するとともに解決策の方向性を検討・提言する。
これにより、会員の「共通言語化」を図るとともに、他の部会との連携を図り協議会のミッションを実現
するための活動を行う。

 「自治体現場から見て意味のある基盤形成」を実現するために自治体課題発掘調査結果をもとに、基盤
形成活動に対して必要な示唆を生み出すための深堀調査を実行する。

 「民間企業から見て意味のある基盤形成」を実現するために基盤形成や市場形成活動に対して示唆を
生み出すための民間事業者向けの調査活動を実行する。

実効性の高い防災DXを実現するため、ユーザー視点で課題特定を行い、他の部会活動と連携
する。
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基盤形成部会の活動方針
基盤形成部会

（１）アーキテクチャ、データ連携基盤要件に関する検討・提言
 R4年度にデジタル庁が検討したアーキテクチャとデータ連携基盤の要件等をデジタル庁と連携してブ
ラッシュアップ・具体化、提言する。

⁃ 住民・民間事業者のワンスオンリーの実現
⁃ B2B、G2B、B2Gのデータ連携のあり方
⁃ データ連携基盤に関連する法規制等の課題

 データ連携基盤の運営主体・運営方針のあり方について検討・提言する。

（２）API標準 等の検討
 （１）と連動し、各種システムが具備するAPIが準拠すべき「防災DX-API標準」の仕様を検討する。

 APIの認証基準・仕組み、API標準に準拠したAPIメタデータ等の管理・運営のあり方についても検討
する。

課題特定部会・市場形成部会と連携し、ワンスオンリーの実現及び民間事業者の参入を促進す
る基盤形成を担う。
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市場形成部会の活動方針
市場形成部会

（１）デジタル庁事業と連携した実証
 デジタル庁事業（防災DX分野のサービスカタログ高度化のための調査研究、マイナンバーカードを
使った防災デジタルサービスの実証調査研究）に積極的に関与し、会員企業・自治体と具体的に上記事
業の妥当性と実効性を検証する。

（２）防災DXの産業化や市場化を見据えた打ち手の検討
 実証実験のみでの終了や、導入しても補助金が切れた段階で終了してしまうサービスではなく、平時含
めて持続的、恒常的な資金循環を起こすためのビジネスモデル構築と原理原則やルールづくりを、ス
テークホルダーの課題提起をもとに官民連携で企画検討し、関係省庁へ積極的に提言を行う。

（3）防災DXの海外市場への展開の検討
 防災に関わる国際合意である「仙台防災枠組み（仙台フレームワーク）」の各国での実行の流れの中で、
防災DXの海外市場展開の検討を行う。

防災DXの産業化や市場化に向けた打ち手を検討・提言する。
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自治体部会の活動方針
自治体部会

（１）自治体の横連携の構築
 各自治体の枠を超えて、自治体同士で防災DXの取組知見や、先行事例、課題感を自治体関係者のみで
議論できるプラットフォームをつくる。

（２）自治体の課題発掘調査への協力と問題の可視化
 「自治体現場から見て使える基盤形成」を実現するために自治体課題発掘調査結果をもとに、必要な示
唆を生み出す「課題特定部会」と緊密に連携し、諸課題を洗い出す。

（３）課題解決に向けての取組
 今後必要となる防災DX領域の官民連携に向けての諸課題に対し、解決に向けての動きをサポートす
る基盤として、各部会と当部会が連携する。

自治体が横連携で議論できるプラットフォームをつくり、自治体の課題解決をサポートする。
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「災害の頻発化・大規模化・複雑化」

官民連携の必要性

西日本を中心に頻発する
直下型地震

南海トラフ地震

時間的に近接する

首都直下地震
長期にわたる
復旧・復興

北方4島地震津波
（国際人道支援）

（連続災害）

（都市災害）

（広域災害）

2020 20502035

わが国史上初の人口減少局面/ 高齢化の進展/ エネルギー・食料自給率の減少

極端気象・気候変動

２１世紀前半の国内災害とその後の苦境
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官民連携の必要性

官民連携による国の災害対応能力の飛躍的向上を目指して

世界標準に即した
標準化された

災害対応力の向上
（技術・人材・仕組み）

世界標準に即した
災害対応の仕組みの採用

標準化された研修・訓練
人材育成プログラムの充実

少数精鋭による
効果的な
応援・受援災害の

頻発化・大規模化
複雑化

災害対応

豊富だった
潜在的
無形資源
減少

貧弱な
災害対応の
ための
有形資源

従来型の災害対応の限界

官民連携（PPP）による
国や地域のサスティナブルな

防災対応能力の向上

日本PFI・PPP協会

×

防災DX官民共創協議会


